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資産の部 10期 11期 負債・資本の部 10期 11期 10期 11期
【流動資産】 【流動負債】 売上高 175,280 205,530
現金預金 4,350 3,210 支払手形 7,690 11,110 売上原価 142,370 167,140
受取手形 13,220 14,680 買掛金 6,090 7,350 売上総利益 32,910 38,390
売掛金 8,170 9,160 短期借入金 10,440 18,250 販売費及び一般管理費
有価証券 1,990 4,970 法人税等 1,140 1,160 人件費 15,210 17,950
商品 11,520 12,430 合計 25,360 37,870 販売費 6,980 7,320
前払費用 620 660 【固定負債】 減価償却費 3,960 5,030
合計 39,870 45,110 長期借入金 26,530 37,710 その他 120 26,270 150 30,450
【固定資産】 退職給与引当金 620 640 営業利益 6,640 7,940
建物 3,050 5,360 合計 27,150 38,350 営業外収益
什器備品 7,660 10,280 【純資産】 受取利息 80 70
土地 10,410 17,880 資本金 1,500 1,500 受取配当金 60 140 180 250
建設仮勘定 940 4,910 資本剰余金 300 330 営業外費用
投資有価証券 3,730 7,840 利益剰余金 11,350 13,330 支払利息 2,590 2,590 3,920 3,920
合計 25,790 46,270 合計 13,150 15,160 経常利益 4,190 4,270























































































































































有効性 何を作ったらよいか（What to make）








































































































































































































































































































































































































 お わ り に
本稿では，税務大学校の国税職員（普通科の職員を想定）を対象とした経営学教育，特
にその教材開発について考察した。具体的には，税務調査のプロセスに沿って，国税職員
の業務で必要と考えられる知識を抽出，整理した教材（私案）を紹介した。このような教
材は，わが国でも初めてのものだろう。筆者は税理士として数多くの税務調査に立ち会い，
国税職員と向き合ってきたものの，実際に国税の事務にたずさわったことはなく，必要と
される経営学の知識や，その活用の仕方についての説明が的を得ているかは，国税職員の
批判を待ちたいと思う。他方で，税務大学校で10年以上にわたり，国税職員の経営学教育
を行ってきており，そこでの知見を本稿に入れている。その授業においては 終的に，経
営学の多くの概念を１枚の体系図にまとめて紹介しており，本稿で紹介した図表はその
パーツを切り取って提示したものである。図表を多用（しかも 終的には１枚の図として
紹介，次稿で掲載する）した教育法や，税務調査のプロセスに沿って経営学の知識を体系
的に整理した試み（教材）もその特徴である。この教材を使い，どのように教育をしてい
るのかという具体的な考察は次稿で考察していく。
注
1）株主の持株割合に異動があれば，資産課税部門の仕事になる可能性もある。
2）有効性，効率性の概念およびその説明については榊原清則（2013）を参考とした。
3）岸川（2002）125ページの図表 61 を転載した。
4）岸川（2002）41ページの図表 27 を転載した。なお，本稿の概念の説明については岸川
（2002）を参考にした。
5）石井，加護野，奥村，野中（1996）7 ページ。
6）岸川（2002）45ページの図表 29 を転載した。
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7）坂下（2014）で紹介されたパラダイムである。
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